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株主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び

申しあげます。平素は格別のご支援とご愛顧を賜り

厚く御礼申しあげます。

ここに、第５８期（平成１８年４月１日から平成１９年

３月３１日まで）における当社グループの事業の概況

と決算につきまして、ご報告申しあげます。

平成１９年６月
取締役社長 関 啓 三

顧客志向・時代対応・人間尊重

セキは
情報クリエイティブ企業として
お客様の情報発信を

サポートしてまいります。

株主の皆様へ

経営方針
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１ 企業集団の現況に関する事項

� 事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の
高騰や米国経済の減速など懸念材料はあったものの、
企業収益の改善に伴う設備投資需要の増加や個人消費の
伸びに後押しされ底堅く推移し、景気は緩やかな回復
基調となりました。
当社グループの属する業界におきましては、印刷需要
に回復傾向が見られたものの、広告媒体の複合化、受注
競争激化に伴う受注単価の下落や原油価格の高騰に伴う
原材料価格の上昇などにより、依然として厳しい経営
環境が続きました。
こうした情勢のもと、当社グループでは市場構造の変革
に機動的かつ柔軟に対応し、より一層の合理化、効率化
を推し進めました。当社では、前期に導入しました世界
初の実用稼動となる三菱重工業株式会社製のバリアブル
カットオフセット輪転印刷機（ＭＡＸ－Ｖ）やハイデル
ベルグ社製のオフセット枚葉印刷機の活用を図ること
で、多様化する顧客ニーズへの対応ならびに印刷製品の
品質向上、納期短縮、損紙低減に努めました。また、平成
１９年２月には、当社伊予工場（愛媛県伊予市）の近隣に
ある第２期下三谷工業団地内の分譲地（６，０２７．１３㎡）を
伊予市土地開発公社より自己資金で購入し、生産体制
集約化への取り組みを開始いたしました。
また、環境問題への顧客ニーズの高まりに応え、森林
資源の保全と二酸化炭素の削減に効果のある国際基準
「ＦＳＣ（森林管理協議会）認証紙」や国内古紙のリサイクル
を進める「セキオリジナル再生紙シリーズ」の取り扱い
を拡大いたしました。
これに加え、「ＪＩＳ Ｑ １５００１（プライバシー
マーク）」に基づく情報化時代の個人情報の適切な保護、
「ＩＳＯ ９００１」に基づく品質保証体制の維持、
「ＩＳＯ １４００１」に基づく環境保護・環境負荷の
低減に向けた活動に努めました。
以上の結果により、売上高は１４２億３千４百万円（前期
比１．３％増）となりました。利益につきましては、営業
利益は４億８千７百万円（前期比２１．５％減）、経常利益
は７億４千２百万円（前期比１４．１％減）、当期純利益は
４億１千６百万円（前期比７．９％減）となりました。
当連結会計年度における事業の種類別セグメントの
業績は、次頁のとおりであります。

� 印刷関連事業
印刷需要の短納期化・低価格化に伴う企業間競争は
厳しい状況が続く中、大都市圏における取引先の新規
開拓、既存取引先に対する印刷需要の掘り起こしに
努めた結果、売上高は６３億５千３百万円（前期比０．９％
増）となりましたが、前期に導入しました機械設備の
償却負担増などの影響により、営業利益は３億５百万
円（前期比３０．１％減）となりました。

� 洋紙・板紙販売関連事業
取引先の新規開拓、既存取引先に対する印刷需要の
掘り起こしに努めた結果、売上高は２２億７千１百万円
（前期比６．０％増）となりましたが、原油価格の高騰
に伴う原燃料費の上昇により印刷用紙の仕入価格が
上昇したこと、短納期化に伴う物流コストの上昇など
により、営業利益は３千５百万円（前期比２１．７％減）
となりました。

� 出版・広告代理関連事業
連結子会社の株式会社エス・ピー・シーでは、
リクルート株式会社との事業提携により発行しており
ます「ホットペッパー松山版」は、Web、モバイル版
のサービスを開始、同社が運営するWebサイト
「デジタルシティえひめ」のアクセス数は月間１千万
ページビューを突破する（前期比１６．３％増）利用状況
となりました。商業施設や飲食店、コンビニエンス
ストアや鉄道の駅などに配布スタンドを設置する
イエロースタンド事業は、昨年秋より四国全県での
設置・配布体制が整い、官公庁の施設への設置も開始
しました。また、楽天株式会社と四国総代理店として
提携し進めております通信販売事業につきましては、
四国内において１００社を超える事業体と利用契約を
締結し、順次事業を拡大しております。以上の結果に
より、売上高は１９億３千３百万円（前期比６．３％増）、
営業利益は１億２千２百万円（前期比１６．２％増）となり
ました。

� 美術館関連事業
特別企画展として平成１８年４月から約１ヶ月間
「小磯良平展」を開催し、５千４百名余りの方々に
ご来館いただきました。また、平成１９年１月にセキ
美術館が開館１０周年を迎えたことを記念し、平成２０年
春までの４回シリーズで開館１０周年記念「愛媛・感動
の美術家たち展」を開催することといたしました。その
第１回として、平成１８年１１月より約１ヶ月間「第１期
展 江戸から明治－愛媛美術の黎明から開花 江戸・

企業集団の現況
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明治の絵師たちと正岡子規」と題して特別企画展を
開催、愛媛県内では初公開作品である正岡子規の日記
「仰臥漫録」や下村為山の「樋口一葉」など貴重な作品を
展示し、約３千名余りの方々にご来館いただきました。
その結果、売上高は１千１百万円（前期比１２６．１％増）
となりました。当事業は２千７百万円の営業損失（前期
比１７．８％増）を計上しておりますが、マスコミ取材記事
や地域での観光施設紹介、また県内外からリピーター
を含む多数の来館者を通じて当社グループのイメージ
向上につながっており、地域の活性化や地域文化の
発展に寄与しているものと考えております。

� カタログ販売関連事業
好業績を続けているオフィス関連用品通信販売業者
に対して、オリジナルティッシュペーパー、トイレット
ペーパーなどの紙製品、紙おむつなどの衛生用品、地元
特産の果実を原料とした清涼飲料水など３０品目の商品
を納入する営業活動を行いました。また、連結子会社
の有限会社こづつみ倶楽部において、地域特産品・
贈答品などの各種物品の販売拡大に努めましたが、
同業他社との競争激化や商品単価の下落、個人情報
保護対策強化にかかる経費の増加などにより、売上高
は３６億６千４百万円（前期比３．２％減）、営業利益は５千
２百万円（前期比５．８％減）となりました。

� 設備投資の状況
当連結会計年度の設備投資の総額は９億３千４百万円
（無形固定資産を含む）であり、前期に比べ３億２千１百
万円増加しております。その主なものは、印刷関連事業
部門の印刷設備の更新等であります。

� 資金調達の状況
当連結会計年度の設備投資及び運転資金につきまして
は、全額自己資金をもって充当し、増資、社債発行等に
よる資金調達は行っておりません。

� 事業等のリスク
当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響
を及ぼす可能性のあるリスクには次のようなものがあり
ます。当社グループではリスク発生の可能性を十分認識
し、リスク発生を極力回避し、万が一発生した場合には
損害を最小限にとどめるべく的確な対応に努めます。
なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度
末現在において当社グループが判断したものであり
ます。
当社グループは当社及び連結子会社４社で構成され、

印刷関連事業、洋紙・板紙販売関連事業、出版・広告代理
関連事業、美術館関連事業、カタログ販売関連事業を主な
内容とし、事業活動を展開しております。
当社が属しております印刷業界では、近年の経済情勢
の低迷による印刷広告需要の減少・経費予算の削減など
のため、印刷物発注の偏在化、低価格化が進行しており、
同業者間の受注競争を激化させる要因となっており
ます。当社におきましても、同業他社との競合により
厳しい受注競争状態が継続しており、受注単価が下落
する傾向があります。一方、原油価格の高騰に伴う原材料
価格の上昇傾向が続いており、今後も原材料費の上昇が
継続することとなれば、印刷関連事業における業績に
影響を及ぼす可能性があります。
また、当社ではＩＳＯ ９００１の認証に基づく、徹底
した品質管理のもとで製品の製造を行っておりますが、
人的要因による製造工程上の不備などにより製品の欠陥
などが生じた場合には、損害の求償やそれに伴う業績の
低下などにより、印刷関連事業における業績に影響を
及ぼす可能性があります。
洋紙流通業界は製紙メーカー系販売店と、製紙メーカー
が指定する一次代理店及び二次代理店で構成されて
おり、当社は二次代理店に該当します。当業界の商習慣
上、製紙メーカーと代理店の取引は原則として一県一社
となっておりましたが、当該習慣は崩れつつあり、今後
競業が激化する可能性があります。また、最近の原油価格
の高騰に伴って印刷用紙の仕入価格が上昇する恐れが
あり、仕入価格が上昇した場合には、洋紙・板紙販売関連
事業における業績に影響を及ぼす可能性があります。
当社は平成９年１月に企業イメージを高めるとともに、
地域文化の向上及び地元観光産業の活性化に伴う印刷
需要創造を目的として、愛媛県松山市の道後温泉地区に
セキ美術館を開館、本年１月に開館１０周年を迎えました。
同美術館の運営につきましては、連結子会社の関興産
株式会社に委託しております。美術館関連事業における
業績は、毎期営業損失を計上しておりますが、企業イメージ
の浸透による受注促進、地域文化への貢献、地元観光産業
の活性化に伴う印刷需要創造のため必要不可欠の事業と
判断しております。
当社では個人情報を含む顧客のデータベースを取り
扱う際の運用につきましては、ＪＩＳ Ｑ １５００１
（プライバシーマーク）の認定を受け、個人情報保護方針
に則り個人情報の適切な保護に努めておりますが、
何らかの要因により個人情報が流出した場合には、損害
の求償や信用低下などにより当社グループの業績に影響
を及ぼす可能性があります。
また、製造設備などの主要設備には防火、耐震面での
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施策を施しておりますが、災害発生時には電力などの
動力源の供給停止、原材料の搬入遅延などにより生産
体制に重大な影響が生じることが想定され、その場合
には当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり
ます。

� 個人情報の取り扱い基本方針
当社は情報印刷メディアを基盤とした事業活動を通し
て、お客様から受託する業務の範囲内で個人情報の取り
扱いを行い、以下の基本方針を厳守し、個人情報の適切
な保護に努めてまいります。
１．当社は、お客様からお預かりする個人情報は、受託
の趣旨に従い利用、提供および開示を行い、受託の
趣旨に反した利用、また第三者への提供および開示
は行いません。
２．当社は、個人情報を取り扱う責任者を定め、受託
の趣旨の範囲内で、個人情報に関する訂正、更新、
保管、その他お問い合わせについて、これを適切に
対応します。
３．当社は、個人情報に関する法令、社内規定および
その他の規範を遵守します。
４．当社は取り扱う個人情報を、厳正な管理の下で
蓄積・保管し、当該個人情報への不正アクセス・
紛失・破壊・改ざんおよび漏えいなどに対して、
適切な予防ならびに是正処置を実施します。
５．当社は、個人情報に関するコンプライアンス・
プログラムを定め、全社員に徹底するほか、これを
定期的に見直し改善を実施します。

株主の皆様におかれましても、一層のご理解とご支援
を賜りますようお願い申しあげます。

� 直前の３事業年度の財産及び損益の状況
� 企業集団の直前の３事業年度の財産及び損益の状況

� 当社の直前の３事業年度の財産及び損得の状況

� 重要な親会社及び子会社の状況
� 親会社との関係
当社には親会社はありませんので、該当事項はあり
ません。

区 分
第５５期

平成１５年４月１日から
平成１６年３月３１日まで

第５６期
平成１６年４月１日から
平成１７年３月３１日まで

第５７期
平成１７年４月１日から
平成１８年３月３１日まで

第５８期
平成１８年４月１日から
平成１９年３月３１日まで

売 上 高 １３，８６５，６３５ １４，０１０，３４０ １４，０５５，５９３ １４，２３４，８４１

経 常 利 益 ７３５，８９７ ８０２，４０６ ８６４，７１７ ７４２，４７２

当期純利益 ３３８，８７４ ３９６，１３６ ４５２，０８４ ４１６，４７９
１株当たり
当期純利益 ７４．２３ ８８．５０ １０１．８７ ９８．１９

純 資 産 １０，３９３，５６２ １０，７２１，８７３ １１，２８６，４６２ １１，６８１，９１４
１株当たり
純 資 産 ２，４２８．０７ ２，５２３．１９ ２，６５６．１８ ２，７０２．２４

総 資 産 １３，０８０，７４８ １３，３８３，５３１ １４，４７７，９５１ １４，３０８，９４０

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。
２．第５８期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準
委員会 平成１７年１２月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の
表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成１７年１２月９日 企業
会計基準適用指針第８号）を適用しております。

区 分
第５５期

平成１５年４月１日から
平成１６年３月３１日まで

第５６期
平成１６年４月１日から
平成１７年３月３１日まで

第５７期
平成１７年４月１日から
平成１８年３月３１日まで

第５８期
平成１８年４月１日から
平成１９年３月３１日まで

売 上 高 １０，２１２，４９６ １０，０４５，３６１ １０，２１３，２９９ １０，４１１，３７１

経 常 利 益 ５４６，２６２ ６５１，１２７ ７４２，４４１ ６１９，１９５

当期純利益 ２５０，９５９ ３４８，５８９ ４０７，００３ ３６６，０９７
１株当たり
当期純利益 ５６．１８ ７９．３２ ９３．３６ ８６．３１

純 資 産 ９，５０４，３５０ ９，７９７，７４７ １０，３１９，９４７ １０，４５３，８６８
１株当たり
純 資 産 ２，２２２．４３ ２，３０７．３２ ２，４３０．４４ ２，４６４．６１

総 資 産 １１，５８６，７２７ １１，９３０，７９６ １２，８５１，３９４ １２，６９０，７５５

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。
２．第５８期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準
委員会 平成１７年１２月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の
表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成１７年１２月９日 企業
会計基準適用指針第８号）を適用しております。

（ ）（ ）（ ）（ ）
千円

千円

千円

円

千円

円

千円

（ ）（ ）（ ）（ ）
千円

千円

千円

円

千円

円

千円
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� 重要な子会社の状況

� 企業結合の成果
連結対象子会社は上記②重要な子会社状況に記載
した４社であります。当連結会計年度の売上高は１４２億
３千４百万円（前期比１．３％増）、営業利益は４億８千
７百万円（前期比２１．５％減）、経常利益は７億４千２百
万円（前期比１４．１％減）、当期純利益は４億１千６百
万円（前期比７．９％減）となりました。

� 主要な事業内容（平成１９年３月３１日現在）
当社グループは、当社及び連結子会社４社で構成され、
印刷関連事業、洋紙・板紙販売関連事業、出版・広告代理
関連事業、美術館関連事業、カタログ販売関連事業を主な
内容とし、事業活動を展開しております。
当社グループの事業に係わる当社及び連結子会社の
位置づけは次のとおりであります。

印刷関連事業
部門

� 出版印刷物、商業印刷物、紙器
加工品について当社が企画・製造・
販売するほか、製造工程のうち、
前工程のデザインなどを㈱エス・
ピー・シーが行っております。
なお、農協関係の得意先について
は、コープ印刷㈱が販売窓口と
なり、販売しております。

� 洋紙・板紙販売
関連事業部門

洋紙、板紙を当社が仕入・在庫
販売しております。

� 出版・広告代理
関連事業部門

㈱エス・ピー・シーが企画・編集
した書籍、雑誌などを当社が製造
し、㈱エス・ピー・シーが販売して
おります。また㈱エス・ピー・シー
は発行する出版物に関連して
イベント開催、広告掲載などの広告
代理業を営んでおります。また地域
ポータルサイト「デジタルシティ

えひめ」の運営を基に出版メディア、
携帯電話、インターネットとの
メディアミックス事業の展開を
行っております。

� 美術館関連事業
部門

当社の企業イメージ向上と地域
活性化のため、そしてそれらを
通して広告宣伝活動とするため、
当社が美術館を設置し、その運営
管理を関興産㈱が行っております。

� カタログ販売
関連事業部門

当社では事業所向けオフィス
関連用品のカタログ商品販売を
行っております。また�こづつみ
倶楽部では「ゆうパック」を利用
した配達方式での通信販売による
地域特産品・贈答品など各種物品
のカタログ販売を行っております。

以上に述べた当社グループの事業の系統図は、次のとおり
であります。

会 社 名 資本金 議決権比率 主要な事業内容

株式会社エス・ピー・シー ２０，０００千円 ８１．０％ 出版事業・広告代理業

有限会社こづつみ倶楽部 ３，０００千円 １００．０％ カタログ通信販売事業

コープ印刷株式会社 １０，０００千円 ８０．０％ 印刷物販売業

関 興 産 株 式 会 社 １０，０００千円 １００．０％ 美術館運営管理受託業

得 意 先

官公庁・一般事業会社・個人 農協関係

製品・
商品

㈱エス・ピー・シー
（連結子会社）

�こづつみ倶楽部
（連結子会社）

関興産㈱
（連結子会社）

コープ印刷㈱
（連結子会社）

企画・デザイン・
出版・広告代理業

ゆうパック利用の
カタログ通信販売業 美術館運営受託 農協関係

印刷物販売業

セキ株式会社

製品 企画・
デザイン
受託

製品
データ処理

美術館
運営

製品
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� 主要な拠点等（平成１９年３月３１日現在）
� 印刷関連事業部門

セキ株式会社

（本 社）愛媛県松山市湊町七丁目７番地１

（支 店）東京支店（東京都渋谷区）

高松支店（香川県高松市）

（営業所）名古屋営業所（愛知県名古屋市西区）

（出張所）大阪出張所（大阪府大阪市淀川区）

（工 場）伊予工場（愛媛県伊予市）

コープ印刷株式会社

（本 社）愛媛県松山市湊町七丁目７番地１

� 洋紙・板紙販売関連事業部門

セキ株式会社

（本 社）愛媛県松山市湊町七丁目７番地１

（営業所）高知営業所（高知県高知市）

� 出版・広告代理関連事業部門

株式会社エス・ピー・シー

（本 社）愛媛県松山市湊町七丁目３番地５

（営業所）高松営業所（香川県高松市）

� 美術館関連事業部門

セキ株式会社

（セキ美術館）愛媛県松山市道後喜多町４番４２号

関興産株式会社

（本 社）愛媛県松山市湊町七丁目７番地１

� カタログ販売関連事業部門

セキ株式会社

（本 社）愛媛県松山市湊町七丁目７番地１

有限会社こづつみ倶楽部

（本 社）愛媛県松山市湊町七丁目７番地１

� 従業員の状況（平成１９年３月３１日現在）

� 主要な借入先（平成１９年３月３１日現在）
該当事項はありません。

� その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

２ 会社の株式に関する事項（平成１９年３月３１日現在）

� 発行可能株式総数 １６，０００，０００株
� 発行済株式の総数 ４，５０８，０００株
� 株主数 ４２６名
� 発行済株式の総数の１０分の１以上の数の株式を有する
株主

	 その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。

３ 会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

事 業 部 門 従業員数 前期末比増減

印刷関連事業部門 ２６３名 △４名

洋紙・板紙販売関連事業部門 ３１名 －

出版・広告代理関連事業部門 １１０名 ＋１２名

美術館関連事業部門 １名 －

カタログ販売関連事業部門 ９名 －

全社（共通） １９名 ＋３名

合 計 ４３３名 ＋１１名

（注）１．従業員数は就業人員数であります。
２．当社の従業員の状況は次の通りであり、従業員数は就業人員数であります。

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

３１０名 △３名 ３９．５歳 １６．４年

株 主 名
当社への出資状況

持 株 数 出資比率

関 宏 成

関 啓 三

有限会社宏栄興産

（株）

５６０，０００

５０５，２００

４８０，２００

％

１３．２０

１１．９１

１１．３２

（注） 出資比率は自己株式（２６６，４００株）を控除して計算しております。
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４ 会社役員に関する事項

� 取締役及び監査役の状況（平成１９年３月３１日現在）

� 取締役及び監査役の報酬等の総額

� 社外役員に関する事項
� 取締役
該当事項はありません。

� 監査役
イ．他の会社の業務執行取締役等の兼任状況

ロ．他の会社の社外役員の兼務状況

地 位 氏 名 担当及び他の法人等の代表状況

※取締役社長

※取締役副社長

取締役相談役

取締役相談役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

監査役（常勤）

監査役（常勤）

監 査 役

監 査 役

関 啓三

土居 尉二

関 宏成

関 宏康

和泉元文雄

佐藤 靖雄

渡部 義孝

和氣 司朗

小杉 英則

泉 利幸

梶野 博文

宮田 泰

宮内 省三

株式会社エス・ピー・シー取締役相談役

生産本部本部長兼伊予工場長

株式会社エス・ピー・シー代表取締役社長

経営管理本部本部長

商品営業本部本部長

高松支店支店長

税理士

（注）１．※印は代表取締役であります。

２．監査役宮田 泰、宮内省三は社外監査役であります。

３．当期中の取締役の異動
就任
和泉元文雄は、平成１８年６月２２日開催の第５７期定時株主総会に
おいて新たに選任され、就任いたしました。
退任
松長 茂は、平成１８年６月２２日開催の第５７期定時株主総会において
退任いたしました。

４．当社は、執行役員制度を導入しております。平成１９年３月３１日現在の執行
役員は次のとおりであります。

地 位 氏 名 担当及び他の法人等の代表状況

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

西 上 慎 司

大 峰 博 之

藤 原 武 彦

東京支店支店長

本社営業本部本部長

経営管理本部副本部長

区 分 人 数 支 給 額

取 締 役

監 査 役

８名

４名

１０７，９６０千円

１６，０５０千円

合 計 １２名 １２４，０１０千円

（注）１．当連結会計年度末日現在における在籍人員は、取締役９名、監査役４名
であり、監査役４名のうち２名は社外監査役であります。
２．取締役及び監査役の報酬額は、平成９年６月２４日開催の第４８期定時株主
総会において、取締役は月額２０，０００千円以内（ただし、使用人分給与は含ま
ない）、監査役は３，０００千円以内とご決議いただいております。
３．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与２９，７２７千円は
含まれておりません。
４．監査役に対する支給額のうち、社外監査役に対する支給額は２，４００千円
であります。
５．支給額には、第５８期定時株主総会においてご決議いただいた取締役９名
に対する役員賞与１１，０００千円が含まれております。
６．上記支給額のほか、平成１８年６月２２日開催の第５７期定時株主総会決議に
基づく役員退職慰労金として、退任取締役１名に対し４，６５７千円を支給
いたしました。

区 分 氏 名 他の会社の兼任状況

監 査 役 宮田 泰 株式会社宮田鑑定会計事務所取締役

監 査 役 宮内 省三 該当事項はありません。

区 分 氏 名 他の会社の兼務状況

監 査 役 宮田 泰 該当事項はありません。

監 査 役 宮内 省三 該当事項はありません。
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ハ．当事業年度における主な活動状況

ニ．主要取引先等特定関係事業者との関係

ホ．責任限定契約の内容の概要
当社は現行定款において、社外監査役の責任
限定に係る契約の締結に関する事項を定めており
ません。

５ 会計監査人の状況

� 会計監査人の名称
新日本監査法人

� 会計監査人の報酬等の額

� 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
当社は、会計監査人について、会社法・公認会計士法
等の法令に違反する行為または公序良俗に反する行為
その他の事項を総合的に勘案し、必要と認める場合には、
会社法に基づき会計監査人を解任または不再任とする
方針であります。

� 責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

６ 業務の適正を確保するための体制の整備に
関する事項
当社は平成１８年５月１８日開催の取締役会において、会社
法第３６２条及び会社法施行規則第１００条に基づき、内部統制
システム構築の基本方針に関し次のとおり決議し、業務の
適正を確保するための体制の整備に努めております。

� 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制
当社は、株主価値の最大化と株主や取引先から評価
され、永続的な発展と成長を続けることを目指し、経営
を効率化し、経営責任を適切・公正に遂行するため、
絶えず実効性の面から経営管理体制や組織の見直しと
改善に努めております。
また、適時かつ正確な経営情報の開示に努め、経営活動
に対する透明性の向上、コンプライアンス、監視・
チェック機能の強化、有効性の確保及び内部統制及び
リスク管理の徹底を図り、コーポレート・ガバナンスの
充実に努めております。

� 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に
関する体制
取締役の職務の執行に係る情報・文書の取り扱いは、
当社社内規程及びそれに関する各管理マニュアルに従い
適切に保存及び管理の運用を実施し、必要に応じて運用
状況の検証、各規程等の見直し等を行うものといたし
ます。
取締役の職務の執行に係る情報・文書につきましては
データベース化を図り、当該各文書等の存否及び保存
状況を素早く検索可能とする体制を構築し、適切な情報
の保存及び管理を行うものといたします。
前二項に係る事務は担当取締役が所管し、その検証
及び見直しの経過、データベースの運用及び管理に
ついて、定期的に取締役会に報告するものといたします。

区 分 氏 名 当事業年度における主な活動状況

監 査 役 宮田 泰

当事業年度開催の取締役会のうち
５回に出席し、税理士としての専門的
見地により、当社の経営に関し的確な
助言を行っております。また、当事業
年度開催の監査役会には全て出席し、
議案審議等に的確な発言を行っており
ます。

監 査 役 宮内 省三

当事業年度開催の取締役会のうち
５回に出席し、長年金融機関の経営に
携わった経験と専門的見地により、
当社の経営に関し的確な助言を行って
おります。また、当事業年度開催の
監査役会には全て出席し、議案審議等
に的確な発言を行っております。

（注） 当事業年度における取締役会の開催回数は１６回、監査役会の開催回数は
５回であります。

区 分 氏 名 主要取引先等特定関係事業者との関係

監 査 役 宮田 泰 該当事項はありません。

監 査 役 宮内 省三 該当事項はありません。

報 酬 の 内 容 支払金額

① 当社及び子会社が支払うべき報酬等の合計額 ８，５００千円

② 上記①の合計額のうち、公認会計士法第２条
第１項の監査証明業務の対価として、当社及び
子会社が支払うべき報酬等の合計額

８，５００千円

③ 上記②の合計額のうち、当社が支払うべき会計
監査人としての報酬等の額 ８，５００千円

（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と証券
取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的に区分でき
ないため、上記③の金額にはこれらの合計額を記載しております。
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� 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、取締役会がリスク管理体制を構築する責任と
権限を有し、代表取締役社長のもと、リスク管理部門と
して経営管理本部がリスク管理活動を統括し、規程の
整備と検証・見直しを図っております。
また、代表取締役社長直属の組織として内部監査室を
設けております。現在４名の人員により、内部監査規程
に基づき、法令遵守、内部統制の有効性と効率性、財務
内容の適正開示、リスクマネージメント等の検証に
ついて、各部門、工場等の監査を定期的に実施し、評価、
指導する体制を取っております。また、損失の危険に係る
事案について、法律上の判断を必要とする場合において
は、顧問弁護士より速やかに専門的な立場からの助言を
受けることのできる体制を確立しております。
当社は、当社の決定事実（中間決算・四半期決算を
含む）・発生事実及びその他の会社情報について、経営
管理本部長が各部門から報告を受け、経営管理本部を
中心に開示諸規程等に基づき開示の内容等を検討し、
開示内容によっては会計監査人、顧問弁護士とも十分に
協議を行い、取締役会において決議した後に、経営管理
本部長の指示により、情報開示・公表担当部門である
経営管理本部総務チームが開示・公表しております。
なお、緊急を要する場合等においては、上記の手続きに
かかわらず、経営管理本部長が代表取締役社長の承認を
得た後に、情報開示・公表担当部門から開示・公表する
こととしております。

� 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保
するための体制
当社は、当社の規模と機動性を勘案し、現在代表取締役
社長、代表取締役副社長、取締役相談役２名及び取締役
５名の計９名で取締役会を構成しております。毎月１回
の定例会の他、必要に応じ臨時取締役会を開催し、重要
な意思決定と業務遂行を監督しております。また、執行
役員制度導入により、現在３名の執行役員を選定し、執行
役員は適正な権限委譲のもと業務執行に当たっており
ます。
取締役会への付議議案につきましては、取締役会規程
により定められている付議基準に則り提出され、取締役会
における審議が十分行われるよう付議される議題に
関する資料について事前に取締役全員へ配付され、
各取締役が取締役会に先立ち十分な準備ができる体制を
取ることとしております。
日常の職務執行に際しましては、組織規程等に基づき
権限の委譲が行われ、各レベルの責任者が効率的に業務
を遂行できる体制を取ることとしております。

� 使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制
当社はインサイダー取引の防止等について、情報管理
規程並びに内部者取引管理規程を制定し、その防止を
図っております。また、役員・社員を対象にインサイダー
取引規制に関するビデオ・書面等を活用し、その趣旨の
周知に努めております。また、個人情報保護法のもと個人
情報保護方針を制定し、情報メディアを基盤とした事業
活動を通して、顧客より受託する業務の範囲内で個人
情報を取り扱い、ＪＩＳ Ｑ １５００１（プライバシー
マーク）に基づく個人情報の適切な保護に努めており
ます。

� 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団に
おける業務の適正を確保するための体制
当社は、企業集団統括の主管部門である経営管理本部
が関係会社管理規程に則り、企業集団の管理を行って
おり、企業集団の業務の適正について内部監査室の協力
を得て、その業務執行の状況について評価及び監査を
行っております。企業集団において損失の危険が発生
し、当該事実を把握した場合には、損失の危険の内容、
損失の程度及び当社に及ぼす影響等について直ちに当社
の取締役会に対し報告する体制を確保しております。
なお、当社は本日現在において、親会社を有しており
ません。

� 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを
求めた場合における当該使用人に関する事項
監査役会がその職務を補助する社員を置くことを
求めた場合には、当該社員を配置するものとし、配置に
当たって組織、人数、その他具体的な内容については
監査役会と協議し、その意見を十分考慮の上、検討する
ものとしております。
なお、当社は本日現在において、監査役会よりその職務
を補助する社員を置くことについて求められておりま
せん。

� 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの
独立性に関する事項
監査役の職務を補助すべき社員の任命・異動について
は、監査役会の同意をもって行うものといたします。
また、監査役を補助すべき社員は、当社の業務執行に係る
役職を兼務せず、監査役の指揮命令のもと職務を遂行
し、当該評価については監査役の意見を聴取するものと
いたします。
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� 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制
その他の監査役への報告に関する体制
取締役及び社員は、監査役会の定めるところに従い、
各監査役の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行う
ものといたします。なお、主な報告及び情報提供として
は次のとおりといたします。
� 当社の内部統制システムの構築に関わる部門の活動
状況
� 企業集団の監査役の活動状況
� 当社の重要な会計方針、会計基準及びその変更
� 業績及び業績見込みの発表内容、重要開示書類の
内容
� 監査役から要求された契約書類、社内稟議書及び
会議議事録の回付

� その他監査役の監査が実効的に行われることを確保
するための体制
監査役は取締役、執行役員及び重要な社員に対し適宜
ヒアリングを実施し、代表取締役、内部監査室及び会計
監査人と協議又は意見交換を実施することができる体制
が確立しております。また、監査役が監査役会規程に
基づき、取締役会その他重要な会議への出席等、会社の
重要情報を入手するための体制を確立しております。

《連結貸借対照表》

財務状況（連結）

（単位：千円）

科 目
金 額

科 目
金 額

当連結会計年度
（平成１９年３月３１日現在）

前連結会計年度
（平成１８年３月３１日現在）

当連結会計年度
（平成１９年３月３１日現在）

前連結会計年度
（平成１８年３月３１日現在）

（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

繰延税金資産

その他流動資産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

工具器具備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投資有価証券

長 期 貸 付 金

繰延税金資産

そ の 他 投 資

貸 倒 引 当 金

６，０３７，１６４

２，０９２，９５３

３，２７７，１４６

８０，６２９

５３６，３０５

６１，５９３

２２，０６５

△３３，５２９

８，２７１，７７５

４，６６４，０５５

８８４，５９５

１，３４３，６２８

１，１５４，６３６

１，２８１，１９５

－

２６，３６６

３，５８１，３５４

３，１４９，９４８

３６，２６７

２２，６００

４４８，６４６

△７６，１０８

７，３４９，５４２

３，４６５，５６０

３，０７０，２１８

２００，４１１

５５４，９４７

７７，７９１

２３，１０６

△４２，４９４

７，１２８，４０９

４，１４１，１９４

９１９，３３１

１，０４２，１９８

１，１５７，１９３

１，００１，６４６

２０，８２４

２１，４６６

２，９６５，７４８

２，５２８，２６０

４４，１１６

１９，７６９

４４９，００５

△７５，４０３

流 動 負 債

支払手形及び買掛金

未払法人税等

賞 与 引 当 金

役員賞与引当金

その他流動負債

固 定 負 債

繰延税金負債

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

その他固定負債

負 債 合 計

（少数株主持分）

少数株主持分

（資本の部）

資 本 金

資本剰余金

利益剰余金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

資 本 合 計

２，０６８，７９０

１，５８１，７５２

１０２，２８０

９４，２４７

１１，０００

２７９，５０９

５５８，２３５

２０２，９１０

１９０，８２４

１６２，０９０

２，４０９

２，６２７，０２５

－

－

－

－

－

－

－

２，３３６，００１

１，６３８，１０５

３４５，２７３

９８，７８９

－

２５３，８３２

６４５，０６７

３１４，４６２

１７３，２５９

１５４，８１６

２，５２９

２，９８１，０６８

２１０，４２０

１，２０１，７００

１，３３３，５００

８，７５９，７４０

３６７，４８１

△３７５，９６０

１１，２８６，４６２

負債、少数株主持分
及 び 資 本 合 計 － １４，４７７，９５１

（純資産の部）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

少 数 株 主 持 分

純 資 産 合 計

１１，２４５，０６２

１，２０１，７００

１，３３３，５００

９，０８５，８２２

△３７５，９６０

２１６，７６４

２１６，７６４

２２０，０８７

１１，６８１，９１４

－

－

－

－

－

－

－

－

－

資 産 合 計 １４，３０８，９４０ １４，４７７，９５１ 負債及び純資産合計 １４，３０８，９４０ －
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《連結損益計算書》

（ ）

（単位：千円）

（ ）

《連結剰余金計算書》 （単位：千円）

（ ）科 目

金 額

当連結会計年度
平成１８年４月１日から
平成１９年３月３１日まで

前連結会計年度
平成１７年４月１日から
平成１８年３月３１日まで

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

物 品 売 却 収 入

投 資 事 業 組 合 持 分 益

仕 入 割 引

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

売 上 割 引

賃 貸 料 原 価

そ の 他

経 常 利 益

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

特 別 損 失

役員退 職 慰 労 引 当 金 繰 入

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

投 資 有 価 証 券 売 却 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

投 資 有 価 証 券 消 却 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

当 期 純 利 益

１４，２３４，８４１

１１，１７６，３０２

３，０５８，５３９

２，５７０，７４７

４８７，７９１

２６０，１１１

１０５，９３５

２１，７６２

２１，０８３

６６，５３７

１４，６９７

３０，０９３

５，４３１

４４１

１，７７９

２，８４５

３６４

７４２，４７２

５１，２５６

５，９４０

４，７３３

４０，５８３

２０，４７６

－

－

１３，０３７

１，２４９

３，２００

２，９５９

３０

７７３，２５２

３３９，９５２

４，４８７

１２，３３３

４１６，４７９

１４，０５５，５９３

１０，８９１，０１０

３，１６４，５８２

２，５４３，３４４

６２１，２３８

２４９，３９３

１０８，７５１

１６，４０９

１７，６３３

５５，１５８

１１，９３４

３９，５０４

５，９１４

５８９

１，８４５

３，１５３

３２５

８６４，７１７

８４，３７３

－

１，９０２

８２，４７０

４６，９１７

２３，８５７

１７３

２１，６３７

２７８

９７０

－

－

９０２，１７３

４４８，９６２

△９，１８１

１０，３０７

４５２，０８４

科 目

前連結会計年度
平成１７年４月１日から
平成１８年３月３１日まで

金 額

資 本 剰 余 金 の 部

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 の 部

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

当 期 純 利 益

利 益 剰 余 金 減 少 高

配 当 金

役 員 賞 与

計

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

１，３３３，５００

１，３３３，５００

８，３９３，４０６

４５２，０８４

６７，８６５

１７，８８５

８５，７５０

８，７５９，７４０

（注）役員賞与は、取締役賞与金であります。
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《連結株主資本等変動計算書》 （単位：千円） 《連結キャッシュ・フロー計算書》

（ ）

（単位：千円）

（ ）

当連結会計年度

平成１８年４月１日から
平成１９年３月３１日まで

評価・換算
差 額 等

少数株主
持 分

純 資 産
合 計そ の 他

有価証券
評価差額金

平成１８年３月３１日残高 ３６７，４８１ ２１０，４２０ １１，４９６，８８２

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △７２，１０７

役 員 賞 与 △１８，２９０

当 期 純 利 益 ４１６，４７９

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額（純額）

△１５０，７１６ ９，６６６ △１４１，０４９

連結会計年度中の変動額合計 △１５０，７１６ ９，６６６ １８５，０３２

平成１９年３月３１日残高 ２１６，７６４ ２２０，０８７ １１，６８１，９１４

科 目

当連結会計年度
平成１８年４月１日から
平成１９年３月３１日まで

前連結会計年度
平成１７年４月１日から
平成１８年３月３１日まで

金 額 金 額

� 営業活動によるキャッシュ・フロー

� 投資活動によるキャッシュ・フロー

� 財務活動によるキャッシュ・フロー

� 現金及び現金同等物の増減額

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高

� 現金及び現金同等物期末残高

２７６，１０３

△１，５８７，９２６

△７２，６７７

△１，３８４，４９９

３，３８６，８７４

２，００２，３７４

８３３，１８０

△５８４，２９８

△６８，４３５

１８０，４４７

３，２０６，４２６

３，３８６，８７４

当連結会計年度

平成１８年４月１日から
平成１９年３月３１日まで

株 主 資 本

資 本 金
資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

平成１８年３月３１日残高 １，２０１，７００ １，３３３，５００ ８，７５９，７４０ △３７５，９６０ １０，９１８，９８０

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △７２，１０７ △７２，１０７

役 員 賞 与 △１８，２９０ △１８，２９０

当 期 純 利 益 ４１６，４７９ ４１６，４７９

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額（純額）

－

連結会計年度中の変動額合計 － － ３２６，０８１ － ３２６，０８１

平成１９年３月３１日残高 １，２０１，７００ １，３３３，５００ ９，０８５，８２２ △３７５，９６０ １１，２４５，０６２

�
�

�
	

�
�

�
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《貸借対照表》

財務状況（単体）

（単位：千円） 《貸借対照表》 （単位：千円）

科 目
金 額

当 期
（平成１９年３月３１日現在）

前 期
（平成１８年３月３１日現在）

（資産の部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品

製 品

原 材 料

仕 掛 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

投 資 不 動 産

保 険 積 立 金

会 員 権

そ の 他 投 資

貸 倒 引 当 金

４，９１２，４７７

１，３１５，２４０

９６５，７３５

１，９７５，７４３

８０，６２９

２６９，７９５

３０，０３７

４１，５２５

１７６，４５７

４９，９３４

１５，２５６

△７，８７９

７，７７８，２７８

４，６３８，７７９

８６５，０３１

１２，４２６

１，３２０，１２６

２３，５０１

１，１３６，４９７

１，２８１，１９５

－

２２，４３１

３，１１７，０６７

２，７６８，８７８

３７，９００

５７４

－

７５，４９２

１２３，７５５

１３４，６９８

５１，７１８

△７５，９４８

５，９２１，１５８

２，３７３，９６１

８７１，１８８

１，９０７，３８７

１８０，３５７

２７２，４０９

３０，８８６

３８，５２１

１８３，０８０

６４，１１０

１４，４６２

△１５，２０７

６，９３０，２３６

４，１０８，０８４

８９７，４４５

１３，３８５

１，０２８，６９５

１３，５０２

１，１３２，５８４

１，００１，６４６

２０，８２４

１７，５８７

２，８０４，５６３

２，４３９，５７８

３４，９００

５７４

３，０００

７６，２８９

１２６，７４９

１４５，８９８

５２，８０２

△７５，２２８

資 産 合 計 １２，６９０，７５５ １２，８５１，３９４

科 目
金 額

当 期
（平成１９年３月３１日現在）

前 期
（平成１８年３月３１日現在）

（負債の部）
流 動 負 債

支 払 手 形
買 掛 金
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債
繰 延 税 金 負 債
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
そ の 他 固 定 負 債

負 債 合 計

（資本の部）
資 本 金
資本剰余金

資 本 準 備 金
利益剰余金

利 益 準 備 金
任 意 積 立 金
当 期 未 処 分 利 益

その他有価証券評価差額金
自 己 株 式
資 本 合 計

１，７３６，４３８
４０７，２３９
９６１，３０９
８８，３７３
７９，８４６
２１，６４５
９３，７４７
１１，０００
７３，２７７

５００，４４８
２０２，９１０
１９０，８２４
１０４，３０４
２，４０９

２，２３６，８８６

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

１，９４１，０４３
３４２，９１０
１，０３６，６３０
８１，５１４
３０５，６１３
１３，７６４
９８，２８９

－
６２，３２１

５９０，４０３
３１４，４６２
１７３，２５９
１００，１５３
２，５２９

２，５３１，４４７

１，２０１，７００
１，３３３，５００
１，３３３，５００
７，７９７，４８３
２４５，８０４
７，１０４，３８５
４４７，２９４
３６３，２２３
△３７５，９６０
１０，３１９，９４７

負 債 及 び 資 本 合 計 － １２，８５１，３９４

（純資産の部）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金

純資産合計

１０，２３９，７１４
１，２０１，７００
１，３３３，５００
８，０８０，４７４
△３７５，９６０
２１４，１５４
２１４，１５４

１０，４５３，８６８

－
－
－
－
－
－
－
－

負 債 及 び 純 資 産 合 計 １２，６９０，７５５ －

２４ ２５



《損益計算書》

（ ）

（単位：千円）

（ ）

《株主資本等変動計算書》 （単位：千円）

当事業年度
平成１８年４月１日から
平成１９年３月３１日まで

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

利 益
準 備 金

その他利益剰余金

特別償却
準 備 金

固定資産
圧縮積立金

別 途
積 立 金

平成１８年３月３１日残高 １，２０１，７００ １，３３３，５００ ２４５，８０４ ２８，３０２ ３９６，０８２ ６，６８０，０００

事業年度中の変動額

剰余金の配当

利益処分による役員賞与

当 期 純 利 益

特別償却準備金の取崩 △２０，８２６

圧縮積立金の取崩 △１６，８９６

別途積立金の積立 ３５０，０００

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － △２０，８２６ △１６，８９６ ３５０，０００

平成１９年３月３１日残高 １，２０１，７００ １，３３３，５００ ２４５，８０４ ７，４７６ ３７９，１８６ ７，０３０，０００

当事業年度
平成１８年４月１日から
平成１９年３月３１日まで

株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産
合 計

利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計

そ の 他
有価証券
評 価
差 額 金

その他利益
剰 余 金 利 益

剰 余 金
合 計繰越利益

剰 余 金

平成１８年３月３１日残高 ４４７，２９４ ７，７９７，４８３ △３７５，９６０ ９，９５６，７２３ ３６３，２２３ １０，３１９，９４７

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △７２，１０７ △７２，１０７ △７２，１０７ △７２，１０７

利益処分による役員賞与 △１１，０００ △１１，０００ △１１，０００ △１１，０００

当 期 純 利 益 ３６６，０９７ ３６６，０９７ ３６６，０９７ ３６６，０９７

特別償却準備金の取崩 ２０，８２６ － － －

圧縮積立金の取崩 １６，８９６ － － －

別途積立金の積立 △３５０，０００ － － －

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） △１４９，０６９ △１４９，０６９

事業年度中の変動額合計 △２９，２８７ ２８２，９９０ － ２８２，９９０ △１４９，０６９ １３３，９２１

平成１９年３月３１日残高 ４１８，００６ ８，０８０，４７４ △３７５，９６０ １０，２３９，７１４ ２１４，１５４ １０，４５３，８６８

科 目

金 額

当 期
平成１８年４月１日から
平成１９年３月３１日まで

前 期
平成１７年４月１日から
平成１８年３月３１日まで

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金

投 資 事 業 組 合 持 分 益

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

賃 貸 料 原 価

雑 損 失

経 常 利 益

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

投 資 有 価 証 券 売 却 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

当 期 未 処 分 利 益

１０，４１１，３７１

８，３９５，６６３

２，０１５，７０８

１，６６７，５９８

３４８，１１０

２７６，５１１

１２７，８４２

６６，５３７

８２，１３０

５，４２６

４４１

２，８４５

２，１３９

６１９，１９５

５０，１４４

６，５２９

４，７３３

３８，８８１

１３，６７７

－

９，１９８

１，２４９

３，２００

３０

６５５，６６２

２８５，７２５

３，８３９

３６６，０９７

－

－

－

１０，２１３，２９９

８，０５９，４８３

２，１５３，８１６

１，６５６，５２８

４９７，２８７

２５１，０６８

１２７，０１３

５５，１５８

６８，８９６

５，９１４

５８９

３，１５３

２，１７１

７４２，４４１

８２，７１６

－

１，９０２

８０，８１３

２１，３１０

１７３

２０，８５８

２７８

－

－

８０３，８４８

３８６，４３５

１０，４０８

４０７，００３

７４，２２２

３３，９３２

４４７，２９４
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■総資産・純資産 （単位：百万円） 

第54期 
03/3

第55期 
04/3

第56期 
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第57期 
06/3

第58期 
07/3
第58期 
07/3

総資産 
純資産 

5,000
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9,000
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11,000
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13,000
14,000
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■売上高 （単位：百万円） 

第54期 
03/3

第55期 
04/3

第56期 
05/3

第57期 
06/3

第58期 
07/3
第58期 
07/3

業績の推移（連結）

第５４期 第５５期 第５６期 第５７期 第５８期
０３／３ ０４／３ ０５／３ ０６／３ ０７／３

《年度データ》
売 上 高 （千円） １３，４７４，３８５ １３，８６５，６３５ １４，０１０，３４０ １４，０５５，５９３ １４，２３４，８４１
営 業 利 益 （千円） ７３３，１８３ ６７６，１１０ ７００，６９１ ６２１，２３８ ４８７，７９１
経 常 利 益 （千円） ７２２，７２２ ７３５，８９７ ８０２，４０６ ８６４，７１７ ７４２，４７２
当 期 純 利 益 （千円） ２９４，６７２ ３３８，８７４ ３９６，１３６ ４５２，０８４ ４１６，４７９

《期末データ》
総 資 産 （千円） １２，６５３，０６１ １３，０８０，７４８ １３，３８３，５３１ １４，４７７，９５１ １４，３０８，９４０
純 資 産 （千円） ９，９９３，９２８ １０，３９３，５６２ １０，７２１，８７３ １１，２８６，４６２ １１，６８１，９１４

《１株当たり指標》
１株当たり当期純利益 （円） ６２．８７ ７４．２３ ８８．５０ １０１．８７ ９８．１９
１株当たり純 資 産 （円） ２，３３４．５２ ２，４２８．０７ ２，５２３．１９ ２，６５６．１８ ２，７０２．２４

２８ ２９
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■売上高 （単位：百万円） 

業績の推移（単体）

第５４期 第５５期 第５６期 第５７期 第５８期
０３／３ ０４／３ ０５／３ ０６／３ ０７／３

《年度データ》
売 上 高 （千円） １０，０４８，２０７ １０，２１２，４９６ １０，０４５，３６１ １０，２１３，２９９ １０，４１１，３７１
営 業 利 益 （千円） ５４９，８７５ ４７６，１４７ ５３８，５７４ ４９７，２８７ ３４８，１１０
経 常 利 益 （千円） ５４９，９５３ ５４６，２６２ ６５１，１２７ ７４２，４４１ ６１９，１９５
当 期 純 利 益 （千円） ２０２，６０１ ２５０，９５９ ３４８，５８９ ４０７，００３ ３６６，０９７

《期末データ》
総 資 産 （千円） １１，２９８，５５６ １１，５８６，７２７ １１，９３０，７９６ １２，８５１，３９４ １２，６９０，７５５
純 資 産 （千円） ９，１８７，９１３ ９，５０４，３５０ ９，７９７，７４７ １０，３１９，９４７ １０，４５３，８６８
発 行 済 株 式 総 数 （株） ４，５０８，０００ ４，５０８，０００ ４，５０８，０００ ４，５０８，０００ ４，５０８，０００

《１株当たり指標》
１株当たり当期純利益 （円） ４４．１５ ５６．１８ ７９．３２ ９３．３６ ８６．３１
１株当たり純 資 産 （円） ２，１４８．３６ ２，２２２．４３ ２，３０７．３２ ２，４３０．４４ ２，４６４．６１
１株当たり年間配当金 （円） １２ １２ １４ １６ １８
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トピックス

生産体制拡充及び集約化への取り組み
当社は、伊予工場（愛媛県松山市）に前期に導入しました世界

初の実用稼動となる三菱重工業株式会社製のバリアブルカット
オフセット輪転印刷機（ＭＡＸ－Ｖ）やハイデルベルグ社製の
オフセット枚葉印刷機の活用を図ることで、多様化する顧客
ニーズへの対応ならびに印刷製品の品質向上、納期短縮、損紙
低減に努めました。また、平成１９年２月には伊予工場の近隣に
ある第２期下三谷工業団地内の分譲地（６，０２７.１３㎡)を伊予市
土地開発公社より自己資金で購入し、生産体制集約化への取り
組みを開始いたしました。

菊全判４色両面兼用印刷機
（ハイデルベルグ社製SM１０２－４P）

セキ美術館「開館１０周年記念 愛媛・感動の美術家
たち展」開催
平成１９年１月にセキ美術館が開館１０周年を迎えたことを記念
し、平成２０年春までの４回シリーズで開館１０周年記念「愛媛・
感動の美術家たち展」を開催することといたしました。その第
１期展として、平成１８年１１月より約１ヶ月「第１期展 江戸から
明治－愛媛美術の黎明から開花 江戸･明治の絵師たちと正岡
子規」と題した特別企画展を開催、愛媛県内では初公開作品
である正岡子規の日記「仰臥漫録」や下村為山の「樋口一葉」
など貴重な作品を展示し、約３千名余りの方々にご来館いただき
ました。伊予工場（愛媛県伊予市）

バリアブルカットオフセット輪転印刷機
（三菱重工業株式会社製 LITHOPIA MAX－V）

菊全判５色厚紙兼用印刷機
（ハイデルベルグ社製CD１０２－５LX）
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連結子会社の情報
連結子会社の株式会社エス・ピー・シーでは、リクルート株式

会社との事業提携により発行しております「ホットペッパー松山
版」は、Web、モバイル版のサービスを開始、同社が運営する
Webサイト「デジタルシティえひめ」のアクセス数は月間
１，０００万ページビューを突破する（前期比１６．３％増）利用状況と
なりました。商業施設や飲食店、コンビニエンスストアや鉄道
の駅などに配布スタンドを設置するイエロースタンド事業は
昨年秋より四国全県での設置・配布体制が整い、設置箇所は四国
全域で１，０００ヵ所に拡大、更に官公庁の施設への設置も開始
しました。楽天株式会社と四国総代理店として提携し進めて
おります通信販売事業につきましては、四国内において１００社を
超える事業体と利用契約を締結し、順次事業を拡大して
おります。創刊３３周年を迎えた「タウン情報まつやま」は、愛媛
で月間情報誌の販売部数№１の実績を維持しており、世代を
越えて幅広く読まれる地域情報を中心にビジュアルな誌面展開
のため、昨年９月号よりＡ４判へサイズアップしました。また、
株式会社サークルケイ四国との提携による健康をキーワードに
した企業内コンビニ「プチカフェ元気君」を開発、設置企業も
順次増えております。

（イエロースタンドの設置例）

（ホットペッパーのトップページ
http : //www.hotpepper.jp/）

（企業内コンビニ「プチカフェ元気君」）

（デジタルシティえひめの
トップページ
http : //www.dcity-ehime.com/）
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毎年３月末日及び９月末日の最終の株主名簿に記載又は
記録された株主様に対して、次のような「セキ美術館」
ご招待券並びに自社製品を贈呈いたします。

� 「セキ美術館」ご招待券
対 象：３月末日及び９月末日の株主様
贈呈時期：３月末日現在の株主様 ６月下旬

：９月末日現在の株主様 １２月下旬

持株数 ご招待券贈呈枚数
１００株以上 ２枚
３，０００株以上 ４枚

� 自社オリジナルティッシュペーパー １ケース（２０箱）
対 象：３月末日現在、１，０００株以上保有の株主様
贈呈時期：７月上旬

� 自社カレンダー １部
対 象：９月末日現在、１００株以上保有の株主様
贈呈時期：１１月下旬

株主ご優待制度

（平成１９年３月３１日現在）

商 号 セキ株式会社

本 社 〒７９０－８６８６ 愛媛県松山市湊町七丁目７番地１

ホームページ http：//www. seki. co. jp

e‐ma i l ir@mail. seki. co. jp

設 立 昭和２４年３月３１日

事業内容 印刷物及び紙製品の製造・販売、情報加工サービス

資 本 金 １，２０１，７００千円

従業員数 ３１０名

主要な営業所・工場
本 社 愛媛県松山市湊町七丁目７番地１ �０８９－９４５－０１１１
東 京 支 店 東京都渋谷区代々木三丁目２番８号 �０３－３３７７－１２３０
高 松 支 店 香川県高松市番町三丁目３番１７号 �０８７－８３１－１７７７
名古屋営業所 愛知県名古屋市西区押切一丁目９番６号 �０５２－５３１－１３０１
高 知 営 業 所 高知県高知市神田９６９番地１ �０８８－８３２－０２７４
大 阪 出 張 所 大阪府大阪市淀川区宮原一丁目２番５号 �０６－６３９６－１２９５
伊 予 工 場 愛媛県伊予市下三谷２９０番地１ �０８９－９４５－０１１１
セ キ 美 術 館 愛媛県松山市道後喜多町４番４２号 �０８９－９４６－５６７８

事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月３１日まで
定時株主総会 毎事業年度末日の翌日から３ヶ月以内に開催
基 準 日 毎年３月３１日

そのほか必要があるときは、あらかじめ公告して
定めた日

株 主 確 定 日 期末配当金 毎年３月３１日
中間配当金 毎年９月３０日

公 告 の 方 法 当社のホームページ（http://www.seki.co.jp）に掲載
単 元 株 式 数 １００株
上場証券取引所 ジャスダック証券取引所
証券銘柄コード ７８５７
株主名簿管理人 住友信託銀行株式会社
同事務取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号

住友信託銀行株式会社 証券代行部
（郵便物送付先） 〒１８３－８７０１ 東京都府中市日鋼町１番１０

住友信託銀行株式会社 証券代行部
（電話照会先） （住所変更等用紙のご請求） �０１２０－１７５－４１７

（その他のご照会） �０１２０－１７６－４１７
（インターネット
ホームページURL）

http : //www. sumitomotrust. co. jp/STA/retail/
service/daiko/index. html

同 取 次 所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

会社の概要

株主メモ
株主優待品

�

（セキ美術館 ご招待券）

�
�

（自社 オリジナルティッシュペーパー） （自社 カレンダー）
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